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1. 序 

現在、東京都では阪神淡路大震災での教訓を踏まえ、

市街地火災の延焼を防止する都市づくりを目的とした都

市防災施設基本計画 1)の考えを継承しつつ、より効果的

に防災都市づくりを推進するため、防災都市づくり推進

計画 2)を策定し、2003 年度・2010 年度に改定を行い、市

街地の防災性の向上に取り組んでいる。 

このような状況を踏まえ、本研究では、密集市街地で

の地震による火災への対策を、延焼被害の抑制を目指し、

延焼防止と消火栓の配置の 2 つの観点で考える。延焼防

止に関しては、特定整備路線 3)として選定した道路の拡

幅と、それに伴う減歩 4)による建物の移動、耐火化によ

って考慮する。その手段として、移動する建物配置と消

火栓の配置を最適化するシステムを、遺伝的アルゴリズ

ム（以下 GA5)）を用いて構築し、防災性を考慮した市街

地再開発の最適化を行うものとする。 

本研究では、まず、特定整備路線を選択し、選択した

道路の拡幅を減歩で行う。次に、減歩により移動した建

物の配置と消火栓の配置によって評価することで、延焼

被害に対する市街地の防災性能の向上を目的とした市街

地再開発支援システムの構築を目標とし、市街地再開発

を行う際の 1 つのツールとなることを目指す。 

 

2. システム概要 

2.1 システムフロー 

 本研究で用いるシステムフローを Fig.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 システムのフローチャート 

 

2.2 空間構成 

本研究では、実在する密集市街地をモデルとした再開

発提案システムの構築を行う。ここでは、モデルとする

市街地として、大阪府豊中市の阪急岡町駅東側の 500ｍ

四方の対象地域を設定した。また、対象地域を 5ｍ×5ｍ

のグリッドを構成単位として、100×100 グリッドで表し

た対象地域の 3 次元モデルを Fig.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2 対象地域 

Fig.2 内の赤字は各道路の名称に対応しており、それぞ

れ灰色のセルで北道路、南道路、東道路、西道路として

いる。また、モデル対象地域には、建物セル(白)、避難

施設セル(黄緑)が存在する。本システムでは、選択した

道路の拡幅によって減歩が発生し、減歩対象場所の建物

セルを対象地域内の任意の場所へ移動させて建築量を維

持し、それに応じた消火栓の配置まで行うシステムとな

っている。本システムでは、減歩対象建物の移動場所と

消火栓の配置に関して、GA を用いた最適化を行う。 

 

2.3 移動建物配置方法 

 本システムでは、減歩によって減少する建築量を敷地

内建物の高層化によって維持し、また耐火化したと考え

る。本項では、その過程で移動する建物の配置方法につ

いて説明する。なお、建築量の維持は敷地内のセル数の

維持によって満足させるものとする。 

 本研究では、移動する建物のセル(赤セル)の数を、移

動建物数と呼ぶものとする。 

今、総移動建物数を n とすると、移動建物の配置情報

となる x，y座標を指定するため、GA で設定する遺伝子

型の遺伝子座の数は合計 2n 個となる。例として Fig.3 に

建物 i も修正のコーディングを示す。 
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Fig.3 遺伝子型の設定例(移動する建物) 

 

2.4 消火栓配置方法 

 本システムでは、地域内の減歩による建物再配置に加

えて、消火栓(青セル)の配置についても最適化を行う。

本項ではその消火栓の配置方法を説明する。 

まず、本研究では 30 個の消火栓を Fig.2 に示す 4 つの

道路に配置するものとする。Fig.4 に消火栓 j のコーディ

ングを示す。まず、Fig.4 に示すように消火栓を設置する

道路の位置を 1～400 の数字で与える。消火栓の数が 30

なので、消火栓の配置情報となる GA で設定する遺伝子

型の遺伝子座は合計 30 個となり、各遺伝子座で示される

位置に消火栓を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4 遺伝子型の設定例(消火栓) 

 

3 評価指標 

 本研究では、市街地再開発の最適化を行うために、以

下に示す Ev.0～Ev.5 の 6 つの評価指標を設定する。 

 

3.1 制約条件 (Ev.0) 

 本システムでは、建物の移動する位置は遺伝子座の座

標の指定により行うため、結果として道路上に建物が移

動する可能性がある。このため、道路上に移動した建物

数を T、総移動建物数を N として、制約条件 Ev.0 を式(1)

で求める。 

Ev.0 = (N – T) / N                     (1) 

 

3.2 建物集中 (Ev.1) 

 本研究では、敷地内での建物の移動先について、移動

する建物を集中させ、建物群としての再開発を行うよう

にするために、移動した建物が散在した場合より、集中

している場合を高く評価するものとする。ここでは、移

動した建物セルに対し、近傍 8 方向に移動した建物セル

がある毎に 1 点を加算する。この点数の総和(総得点)と

総移動建物数 N を用いて、建物集中評価 Ev.1 を式(2)で

求める。 

Ev.1 = (総得点/ 8) / N                        (2) 

 

3.3 特定整備路線近傍 (Ev.2) 

 地震による火災の被害を防ぐ上で重要なことは、延焼

被害の抑制である。このため、本研究では任意の道路を

特定整備路線として拡幅させる。この評価では、道路拡

幅の影響で減歩が発生し、移動した建物が路線近傍で延

焼遮断帯 6)として機能することを評価する。各建物に、

建物から特定整備路線までの距離に応じた評価値を

Fig.5 に示す評価関数で与え、その評価値の累計 X と、

総移動建物数 N から、式(3)で Ev.2 の評価値を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5 Ev.2 の評価関数 

Ev.2 = ((15×N – X) / (15×N)                 (3) 

 

3.4 避難距離 (Ev.3) 

 この評価では、移動した各建物から最も近い避難施設

までの距離を評価する。Fig.2 中の黄緑色のセルを避難施

設とし、今回設定した 3 箇所の対象敷地内の避難所の内、

各建物から最も近い避難施設までのマンハッタン距離の

合計を Y、総移動建物数を N として、Fig.6 に示す評価

関数を用いて Ev.3 の評価値を式(4)で求める。 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6 Ev.3 の評価関数 
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Ev.3 = (380×N – Y) / (N×380)                (4) 

 

3.5 消火栓散在 (Ev.4) 

 本システムでは、建物の移動と共に、消火栓の配置も

最適化し、市街地の防災性能を高めることを考える。こ

の際、既存の消火栓は考慮しないものとする。通常の消

火栓の配置距離と、現地調査の結果を考慮し、消火栓同

士がマンハッタン距離で 50m 以上離れていることを評

価するものとした。50m以上離れていない消火栓の数を

b として式(5)で Ev.4 の評価値を求める。 

Ev.4 = (30 - b) / 30                         (5) 

 

3.6 消火栓周辺 (Ev.5) 

 この評価では、消火栓の周辺にある建物セル数を評価

する。消火栓の周辺により多くの建物がある場合を効果

的な消火栓の配置として高く評価し、消火栓からマンハ

ッタン距離で 50m 以内に存在する建物のセル数を c、そ

の範囲に存在し得る最大の建物数を d(=1100)として式

(6)で Ev.5 の評価値を求める。 

Ev.5 = c / (30×d)                         (6) 

 

3.7 総合評価 

 3.1~3.6 節で得られた Ev.0~Ev.5 の評価値の重み付き平

均を、各個体(配置計画)の総合評価値 EVAL とし、式(7)

で EVAL を求める。式(7)中、a~e は重み係数を表し、GA

は式(7)の総合評価 EVAL の最大化問題として実行する。 

EVAL = Ev.0× 

 

(7) 

 

4 シミュレーション実行結果及び考察 

 本研究では減歩する道路の選択、重み付けを変化させ

ることで市街地再開発の比較を行った。本研究で行った

シミュレーションを以下に示す。 

 

4.1 Case1 道路選択による比較 

 Case1 では道路選択による比較を行った。シミュレー

ションを行った Cases1-1～1-6 の設定を Table1 に示し、

得られた最適化結果を Table2、Figs.7～12 に示す。 

 

Table1 Case1-1~Case1-6 の設定 

Case 道路選択 総移動建物数 世代数 

1-1 北道路両側 196 200,000 

1-2 南道路両側 196 200,000 

1-3 東道路両側 196 200,000 

1-4 西道路両側 196 200,000 

1-5 全道路片側 388 300,000 

1-6 全道路両側 768 400,000 

Table2 最適解の評価値一覧 

Case Ev.1 Ev.2 Ev.3 Ev.4 Ev.5 EVAL 

1-1 0.869 0.508 0.747 1.000 0.132 0.651 

1-2 0.831 0.564 0.726 1.000 0.132 0.651 

1-3 0.824 0.620 0.856 1.000 0.131 0.686 

1-4 0.872 0.569 0.809 1.000 0.131 0.676 

1-5 0.861 0.830 0.773 1.000 0.145 0.722 

1-6 0.875 0.770 0.786 1.000 0.160 0.718 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.7 Case1-1 最適化結果   Fig.8 Case1-2 最適化結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.9 Case1-3 最適化結果   Fig.10 Case1-4 最適化結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.11 Case1-5 最適化結果  Fig.12 Case1-6 最適化結果 

 

4.2 Case1 に対する考察 

 Figs.7~10 に示す結果より、選択された減歩を行う道路

の近傍に、移動した建物の大部分が集合していることが

わかる。これより、減歩した道路を特定整備路線として

火災による延焼被害を防ぐことにより、都市の防災性能

の向上を目的とする本研究の意図が結果に反映されてい

ることが視覚的にも確認できる。また、この場合、総合

評価値の算定に重み付けは行っていないので、Table2 に

示す総合評価に大きな差は見られなかった。しかし、

Figs.9、10 より、東道路の特性として 2 つの避難施設の、

西道路は 1 つの避難施設の近くを減歩するため、Table2

に示す避難距離の評価 Ev.3 の値が高くなっている。 
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 また、Fig.11 と Fig.12 を比較すると総移動建物数の違

いから、各避難施設周辺の建物数に差はあるが、建物の

分布自体には大きな差は見られない。これは評価値に対

する重み付けが同じであるからだと考える。 

 

4.3 Case2 重み付けを変化させた比較 

 Case2 では、式(7)に対して重み付けを変化させ、得ら

れた結果の比較を行った。シミュレーションを行った

Case2-1~Case2-4 では、道路の選択を全道路両側、総移動

建物数 768、世代数 400,000 で同じ設定とした。比較対

象として重み付けをしていない Case1-6 を用いる。総合

評価に用いる重み付けの一覧を Table3 に、最適化結果を

Figs.13～16 に、各評価値の一覧を Table4 に示す。 

Table3 総合評価に用いる重み係数の一覧 

Case Ev.1 Ev.2 Ev.3 Ev.4 Ev.5 

1-6 1 1 1 1 1 

2-1 4 1 1 1 1 

2-2 1 4 1 1 1 

2-3 1 1 4 1 1 

2-4 1 1 1 1 4 

Table4 各評価値の結果 

Case Ev.1 Ev.2 Ev.3 Ev.4 Ev.5 EVAL 

1-6 0.875 0.770 0.786 1.000 0.160 0.718 

2-1 0.950 0.259 0.672 0.933 0.160 0.728 

2-2 0.750 0.852 0.758 1.000 0.149 0.758 

2-3 0.900 0.659 0.851 1.000 0.154 0.765 

2-4 0.853 0.780 0.777 0.933 0.179 0.507 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.13 Case2-1 最適化結果   Fig.14 Case2-2 最適化結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.15 Case2-3 最適化結果   Fig.16 Case2-4 最適化結果 

 

4.4 Case2 に対する考察 

 Table3 で示した重み付けの影響から、Table4 より、各

Case で重み付けをした評価値が、他の Case と比較する

と最も高い値を示した。これより、各評価値への重み付

けは適切に最適化に反映されていると考える。 

 Figs.12~16 の結果を Fig.11 の Case1-6 の結果と比較す

ると、最適化結果の配置からも評価の重み付けの影響が

見られることがわかる。Case2-1 は建物集中の評価(Ev.1)

に重みを付けた場合で、Fig.13 の結果を他の Case と比較

すると道路近傍でない場所に建物が集中し、Ev.1 の評価

値は向上したが、Ev.2~4 の評価値が低くなり、防災性の

向上を考える上では効果の低い結果であると考える。

Case2-2 では、道路近傍の評価(Ev.2)に重みを付けた結果、

Fig.14 の結果ではほぼ全ての建物が道路沿いに移動して

いる。Case2-3 では避難距離の評価(Ev.3)に重み付けを行

った。Fig.15 の結果を他の Case と比較すると、敷地北部

の避難所に建物が集中し、Ev.3 の評価値が高い結果とな

ったと考える。しかし、Fig.16 に示す Case2-4 の結果で

は、消火栓周辺の建物数を評価する Ev.5 の評価値は、他

の Case と比較すると高くなっているが、値としては

0.179 と低い数値となった。これは、Ev.4 で消火栓の散

在に対する評価も考慮しているため、いくつかの消火栓

が周囲の建物セル数が少ない場所に配置され、結果とし

て評価値が低くなったものと考える。 

Table4 より、総合評価値を比較すると、Case2-2 と 2-3

が特に高い値を示しており、本研究での結論としては、

移動する建物を特定整備路線近傍、または避難所近傍に

移動させることが市街地の防災性能を向上させることに

繋がると考えられる。 

 

5 結 

 本研究では、GA を用いた火災防災を考慮した市街地

再開発の最適化システムを構築し、その最適化を行った。

その結果、道路幅員を確保しつつ火災による延焼被害に

対して、効果的な市街地再開発の指標を示すことができ、

本システムの有効性を示すことができたと考える。今後

は、移動した建物の形態を考慮できるより実用的なシス

テムの構築を目指す。 
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